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環境回復と復興のギャップ

1.社会の関心は移ろう

全国紙、YAHOO掲載 ｖｓ 避難住民

２.環境回復はしたけれど

避難解除 ｖｓ 住民帰還

3.風評被害はまだまだ続く

忌避傾向 ｖｓ 汚染検査結果
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環境回復への取り組み（1/2）
年月年月年月年月 特定廃棄物処分特定廃棄物処分特定廃棄物処分特定廃棄物処分 除染除染除染除染 中間貯蔵中間貯蔵中間貯蔵中間貯蔵

平成23年平成23年平成23年平成23年

4月4月4月4月 小中学校除染開始小中学校除染開始小中学校除染開始小中学校除染開始

5月5月5月5月 下水汚泥汚染発生下水汚泥汚染発生下水汚泥汚染発生下水汚泥汚染発生

8月8月8月8月

9月9月9月9月 環境回復検討会環境回復検討会環境回復検討会環境回復検討会

10月10月10月10月 ロードマップ提示ロードマップ提示ロードマップ提示ロードマップ提示

11月11月11月11月

12月12月12月12月 廃棄物関係ガイドライン公表廃棄物関係ガイドライン公表廃棄物関係ガイドライン公表廃棄物関係ガイドライン公表 除染関係ガイドライン公表除染関係ガイドライン公表除染関係ガイドライン公表除染関係ガイドライン公表

除染対象102自治体決定除染対象102自治体決定除染対象102自治体決定除染対象102自治体決定

平成24年平成24年平成24年平成24年

2月2月2月2月 環境省先行除染開始環境省先行除染開始環境省先行除染開始環境省先行除染開始

4月4月4月4月 避難区域の見直し開始避難区域の見直し開始避難区域の見直し開始避難区域の見直し開始

6月6月6月6月 原子力機構　モデル除染結果報告原子力機構　モデル除染結果報告原子力機構　モデル除染結果報告原子力機構　モデル除染結果報告

9月9月9月9月 川内村等本格除染開始川内村等本格除染開始川内村等本格除染開始川内村等本格除染開始

11月11月11月11月 現地調査受け入れ現地調査受け入れ現地調査受け入れ現地調査受け入れ

平成25年平成25年平成25年平成25年

1月1月1月1月 除染手法の効果公表除染手法の効果公表除染手法の効果公表除染手法の効果公表

6月6月6月6月 中間貯蔵施設安全対策検討会中間貯蔵施設安全対策検討会中間貯蔵施設安全対策検討会中間貯蔵施設安全対策検討会

中間貯蔵施設環境保全対策検討会中間貯蔵施設環境保全対策検討会中間貯蔵施設環境保全対策検討会中間貯蔵施設環境保全対策検討会

9月9月9月9月 災害廃棄物処理の総点検災害廃棄物処理の総点検災害廃棄物処理の総点検災害廃棄物処理の総点検 除染進捗状況の総点検除染進捗状況の総点検除染進捗状況の総点検除染進捗状況の総点検

12月12月12月12月 既存管理型処分場活用の要請既存管理型処分場活用の要請既存管理型処分場活用の要請既存管理型処分場活用の要請 特別地域内除染計画の見直し特別地域内除染計画の見直し特別地域内除染計画の見直し特別地域内除染計画の見直し 中間貯蔵施設要請中間貯蔵施設要請中間貯蔵施設要請中間貯蔵施設要請

対策地域内廃棄物処理計画見直し対策地域内廃棄物処理計画見直し対策地域内廃棄物処理計画見直し対策地域内廃棄物処理計画見直し除染事業の効果公表除染事業の効果公表除染事業の効果公表除染事業の効果公表 中間貯蔵輸送検討会中間貯蔵輸送検討会中間貯蔵輸送検討会中間貯蔵輸送検討会

環境放射能汚染対処特別措置法成立環境放射能汚染対処特別措置法成立環境放射能汚染対処特別措置法成立環境放射能汚染対処特別措置法成立

基本方針閣議決定基本方針閣議決定基本方針閣議決定基本方針閣議決定
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年月年月年月年月 特定廃棄物処分特定廃棄物処分特定廃棄物処分特定廃棄物処分 除染除染除染除染 中間貯蔵中間貯蔵中間貯蔵中間貯蔵

平成26年平成26年平成26年平成26年

4月4月4月4月 楢葉町住民説明会楢葉町住民説明会楢葉町住民説明会楢葉町住民説明会 田村市避難解除田村市避難解除田村市避難解除田村市避難解除

6月6月6月6月 富岡町住民説明会富岡町住民説明会富岡町住民説明会富岡町住民説明会 帰還困難区域モデル除染報告帰還困難区域モデル除染報告帰還困難区域モデル除染報告帰還困難区域モデル除染報告

市町村除染の効果公表市町村除染の効果公表市町村除染の効果公表市町村除染の効果公表

9月9月9月9月 福島県 建設受入の容認福島県 建設受入の容認福島県 建設受入の容認福島県 建設受入の容認

10月10月10月10月 川内村避難解除川内村避難解除川内村避難解除川内村避難解除

11月11月11月11月 輸送に係る基本方針とりまとめ輸送に係る基本方針とりまとめ輸送に係る基本方針とりまとめ輸送に係る基本方針とりまとめ

JESCO法改正JESCO法改正JESCO法改正JESCO法改正

12月12月12月12月 森林除染手法の追加森林除染手法の追加森林除染手法の追加森林除染手法の追加 大熊町 建設受入の容認大熊町 建設受入の容認大熊町 建設受入の容認大熊町 建設受入の容認

平成27年平成27年平成27年平成27年

1月1月1月1月 双葉町 建設受入の容認双葉町 建設受入の容認双葉町 建設受入の容認双葉町 建設受入の容認

3月3月3月3月 保管場へのパイロット輸送開始保管場へのパイロット輸送開始保管場へのパイロット輸送開始保管場へのパイロット輸送開始

4月4月4月4月 富岡町仮設焼却炉 運転開始富岡町仮設焼却炉 運転開始富岡町仮設焼却炉 運転開始富岡町仮設焼却炉 運転開始

6月6月6月6月 埋立計画 富岡住民説明会埋立計画 富岡住民説明会埋立計画 富岡住民説明会埋立計画 富岡住民説明会

7月7月7月7月 埋立計画 楢葉住民説明会埋立計画 楢葉住民説明会埋立計画 楢葉住民説明会埋立計画 楢葉住民説明会 減容・再生利用技術開発戦略検討会減容・再生利用技術開発戦略検討会減容・再生利用技術開発戦略検討会減容・再生利用技術開発戦略検討会

9月9月9月9月 楢葉町避難解除楢葉町避難解除楢葉町避難解除楢葉町避難解除

12月12月12月12月 福島県、両町 埋立処分事業容認福島県、両町 埋立処分事業容認福島県、両町 埋立処分事業容認福島県、両町 埋立処分事業容認

平成28年平成28年平成28年平成28年

1月1月1月1月 森林除染方針森林除染方針森林除染方針森林除染方針

フォローアップ方針フォローアップ方針フォローアップ方針フォローアップ方針

環境回復への取り組み（2/2）
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環境省の検討組織（1/2）

〇除染関係

環境回復検討会：平成23年9月設置

基本方針、除染関係ガイドライン

除染効果評価、森林からの漏出評価

〇廃棄物関係

災害廃棄物安全対策検討会：平成23年5月設置

基本方針、廃棄物関係ガイドライン

放射性物質汚染廃棄物に関する安全対策検討会

平成26年4月設置

対策地域内廃棄物、指定廃棄物の処理
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〇中間貯蔵関係

中間貯蔵施設安全対策検討会：平成25年6月設置

施設の安全性評価

中間貯蔵施設環境保全対策検討会：平成25年6月設置

環境保全の基本方針

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る検討会

平成25年12月設置、輸送基本計画

中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発
戦略検討会：平成27年7月設置

最終処分を見据えた技術開発戦略

〇放射性物質汚染対処特措法施行状況検討会

平成27年3月設置、取りまとめ（H27.9.30)

環境省の検討組織（2/2）
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H27年度末

までの計画

進捗状況

（％）

住宅

（戸）
410,932 78.8

公共施設

（施設数）
10,172 84.5

道路

（km）
12,155 52.9

農地

（ha)
30,712 87.0

生活圏森林

（ha)
2,954 66.2

市町村除染進捗状況（H27.11末）

除染推進の課題
〇仮置場の確保
〇市町村における除染推進
体制の強化
〇事業者などの育成
〇除染手法の柔軟な運用と
確実な財源確保

特措法実施状況検討会取りまとめ特措法実施状況検討会取りまとめ特措法実施状況検討会取りまとめ特措法実施状況検討会取りまとめ

＝資料編＝＝資料編＝＝資料編＝＝資料編＝

福島県除染対策課福島県除染対策課福島県除染対策課福島県除染対策課HPよりよりよりより
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政府方針：除染の加速化

⇒帰還困難区域を除く、居住制限区域、準備区域の
避難解除を平成29年3月末までに実現

帰還困難区域の除染は？

居住制限区域のフォローアップ除染の実施

H28年度除染予算：約5200億円（前年比126％）

帰還困難区域の今後の取扱いについては、放射線量の見通し放射線量の見通し放射線量の見通し放射線量の見通し、今後の住民の方々の帰還意向今後の住民の方々の帰還意向今後の住民の方々の帰還意向今後の住民の方々の帰還意向、将来の将来の将来の将来の

産業ビジョンや復興の絵姿産業ビジョンや復興の絵姿産業ビジョンや復興の絵姿産業ビジョンや復興の絵姿等等等等を踏まえ、引き続き地元とともに検討を深めていく。

この中で、放射線量の低減を踏まえた復興拠点となる地域について避難指示区域の見直し等を早急に

検討していく。また、同区域における、復興に不可欠な広域的インフラや復興拠点における個別の除染

及び廃棄物処理を含む復旧・復興の取組については、復興のインフラ整備・生活環境整備という公共事

業的観点から地域再生に向けたものとして実施する。

（H27.6.12：「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」改訂 原子力災害対策本部

〇モデル除染（平成25年9月～平成26年2月）：浪江町と双葉町
〇復興拠点除染（平成27年8月～平成28年3月）：大熊町
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参考：「国及び地方自治体が実施した除染事業における除染の
効果（空間線量率）について」（環境省：平成25年12月）
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１．パノラマ測定機能の概要

■外観

距離計

光学カメラ

放射線検出器
モジュール

■PC画面

ガンマ線の線量を測定した結果と光学カメラで撮影した

映像を重ね合わせ、放射線量の高低を色分けして確認できます

【ガンマカメラの機能】

第第第第3回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表
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１．パノラマ測定機能の概要

【ガンマカメラの通常測定とパノラマ測定の比較】

通常測定 パノラマ測定

測定の目的

測定対象

出力結果

ホットスポット検出
放射線量分布の可視化

空間線量率の内訳分析

ガンマカメラの視野内 ガンマカメラを置いた点

・線量分布 ・線量分布(パノラマ)
・ホットスポットの線量

単位：cps
・空間線量率の寄与
単位：μSv/h

第第第第3回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表
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１．パノラマ測定機能の概要

ガンマカメラ位置の空間線量率：1.0μSv/h(サーベイメータ測定結果)

・効率の良い除染計画の作成支援

・除染実施後も期待通りに空間線量率が下がらない場所の要因分析

【パノラマ測定機能の適用シーン】

【空間線量率への寄与分析】

①指定領域内のピクセルの計数率[cps]を計算

②得られた計数率[cps]に対してあらかじめ決められた換算式を使い
ガンマカメラ位置の空間線量率への寄与[μSv/h]を計算

寄与0.4μSv/h

比較可能

パノラマ測定結果イメージ

本報告

第第第第3回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表

14



3. 実証試験方法

■測定方法：ガンマカメラを40度ずつ水平方向へ回転させ
9回の測定で360度のパノラマ測定を実施。
これを上下にチルトさせた状態で各1周ずつ実施。

測定の様子(下向きチルト時)

専用回転台により専用回転台により専用回転台により専用回転台により

40404040度ずつ回転可能度ずつ回転可能度ずつ回転可能度ずつ回転可能

測定の様子(上向きチルト時)

■パノラマ画像作成：
画角をずらしながら測定して
得られた画像(①～⑱)をソフトで
自動的に重ね合わせて生成。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱

第第第第3回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表
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4. 実証試験結果

【除染前のパノラマ測定結果の分析】

専用解析ソフトによる各領域の寄与分析画面

①ガンマカメラ位置の
空間線量率：4.57μSv/h
（サーベイメータ測定結果）

②砂利、花壇、家屋壁面の
3領域の寄与：3.33μSv/h
（①の7割以上に相当）

第第第第3回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表
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4. 実証試験結果

※線量スケールはすべて同じ

除染前 4.57μSv/h

選択除染後 1.45μSv/h

全面除染後 0.94μSv/h

【除染前後のパノラマ画像比較】

除染状況 空間線量率
(ガンマカメラ位置)

全面除染(残りの除染＋砂利と花壇に被覆)実施

選択除染(黄線内の除染)実施

第第第第3回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表回環境放射能除染学会発表
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（フクシマエコテックセンター）
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富岡仮設処理施設
H27.3完成

仮設
仮設破砕選別施設 160t/日
仮設減容化施設 500t/日

処理対象物
津波瓦礫
被災家屋解体物
家の片付けゴミなど

処理量予測：305,000ｔ
処理実績(H27.11E)：48,000ｔ
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2015.12.4福島県、富岡町、楢葉町受入伝達 24



中間貯蔵施設整備が大熊町、双葉町など地域再生への貢献すること！

2015.3.13 30年以内の県外最終処分へのカウントダウン開始
25



2015.4.16撮影
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環境回復検討会配布資料環境回復検討会配布資料環境回復検討会配布資料環境回復検討会配布資料
（（（（H27.12.21)
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仮置き期間の長期化
仮置場地主の返還要求
仮置場の保全強化
仮置場にて減容化・再生利用
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楢葉PA田村市仮置場搬出状況

川内村仮置場

川内村仮置場

田村市仮置場搬出状況

フレコン二重化

大熊保管場（受入場所）

毛萱スクリーニング施設

毛萱スクリーニング施設
29



環境回復検討会配布資料環境回復検討会配布資料環境回復検討会配布資料環境回復検討会配布資料
（（（（H27.12.21)
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H27.12避難者数
県内：43,497人
県外：56,449人
合計：99,946人

福島県避難者数

福島県及び復興庁のデータに基づく
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WEDGE Infinity2015年12月29日 15:29

福島のタブーに挑む・その3 賠償の区切りと広域復興澤昭裕

「2016年への提言（後篇） 」
http://blogos.com/article/152260/

帰還希望と解除後の実績

復興庁住民意識調査で「戻らない」
との回答割合（H27.7.7資料）

南相馬市：26.1％

葛尾村 ：23.9％

富岡町 ：49.4％

浪江町 ：48.4％

大熊町 ：57.9％

双葉町 ：55.7％

楢葉町 ：22.9％

川俣町 ：22.6％

飯舘村 ：26.5％

避難解除後の帰還状況

田村市都路地区（H26.4.1解除）

62.6％帰還（H27.10復興庁調査）

楢葉町（H27.9.5解除）

10.4％帰還（H27.11福島県HP)
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住民意識調査結果
（復興庁調査データより）

富岡町富岡町富岡町富岡町 大熊町大熊町大熊町大熊町 浪江町浪江町浪江町浪江町 田村市田村市田村市田村市 川俣町川俣町川俣町川俣町 川内村川内村川内村川内村 飯舘村飯舘村飯舘村飯舘村 双葉町双葉町双葉町双葉町 楢葉町楢葉町楢葉町楢葉町

H27.8 H27.8 H27.9 H27.10 H27.10 H26.12 H27.1 H26.9 H26.10

1 インフラ復旧 インフラ復旧 医療・介護 事故収束 住民帰還 インフラ復旧 放射線低下 インフラ復旧 インフラ復旧

2 住民帰還 放射線低下 商業施設 放射線低下 インフラ復旧 医療・福祉 住民帰還 放射線低下 事故収束

3 放射線低下 住民帰還 住民帰還 放射線影響 放射線低下 事故収束 インフラ復旧 事故収束 放射線低下

4 事故収束 事故収束 働く場 働く場 放射線影響 放射線低下 住宅改修 中間貯蔵施設 除去土壌

5 住宅確保支援住宅確保支援放射線低下 賠償額 事故収束 住民帰還 賠償額 解除時期 放射線影響

帰還を判断する上で必要な情報
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玄米スクリーニング検査（福島）
単位：Bq/kg

25未満
測定限界
値未満

25～50 51～75
76～
100

合計

24年産 10,323,530 20,317 1,383 72 10,345,302 

25年産 10,999,154 6,478 224 1 11,005,857 

26年産 11,012,614 1,910 11 1 11,014,536 

27年産 10,398,606 624 13 1 10,399,244 

玄 米 詳 細 検 査（福島）
単位：Bq/kg

25未満 25～50 51～75
76～
100

100超 合計

24年産 144 40 295 317 71 867 

25年産 68 6 269 322 28 693 

26年産 27 0 1 1 2 31 

27年産 129 2 4 0 0 135 

掲載日 新 聞 記 事
2015.4.14 台湾、日本の食品の輸入規制強化 ５月中旬にも実施

2015.4.29
福島県産青果物の輸出回復 ２６年度 前年度比２倍 東南アジア販路
拡大

2015.5.1 タイが日本産食品の輸入規制をほぼ撤廃 一部ジビエ除き全面的に

2015.5.9 福島県産農産物 規制解除か インドネシア副大統領が見通し

2015.5.15 食品規制 台湾、産地証明で譲歩 輸入全面停止は回避

2015.5.21 日本、韓国をWTO提訴＝水産物輸入規制は協定違反

2015.6.22 日中、日本産食品の輸入規制緩和へ協議 原発事故後で初

2015.7.9 台湾：日系企業などに罰金 産地偽装し食品輸入

2015.7.22 台湾の食品輸入規制、茨城・栃木・千葉・群馬は緩和へ 福島は見送り

2015.8.4 タイで県産モモ販促 「心待ちにしていた」と好評

2015.8.20 ＜水産物輸入禁止＞政府、韓国をＷＴＯ提訴 パネル設置要請

2015.9.22 規制解除のマレーシア、タイに活路

2015.9.28 韓国の日本産水産物輸入規制、紛争処理委を設置

2015.9.30 リンゴ輸出 最多３万トン…９割が福島県産

2015.11.15
ベトナム副大臣ら本県来訪 「風評払拭協力したい」 福島市副市長と
懇談

2015.11.26 福島産食品の輸入規制、ＥＵが野菜など一部緩和

2015.11.29 福島県産米 マレーシアへ初輸出

2015.12.3 台湾検察、日本食品輸入で７人不起訴

2016.1.7 EU、輸入規制9日に緩和＝福島県産など対象―農水省発表

茨城県調査（茨城県産野菜）
＝敬遠割合＝

H26.4.24 産経新聞

単位：％

26年 25年

東京 8.2 11.3 

北海道 12.2 12.9 

茨城 3.1 3.5 

関西 12.3 12.2 

2015.5.2 福島民報
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環境回復へ何を実施するか？

1.平成28年度末までの避難解除を実施する。

帰還困難区域を除く地域

フォローアップ除染による除染迅速化

2.帰還困難区域の除染方針を確立すべき。

高線量地域の除染方法（遮蔽も含む）の確立

3.中間貯蔵施設整備の促進

4.環境回復〜地域復興・自立へ。

復興庁を中心に関係省庁の連携強化

福島県、自治体、地域住民の参加

（含む森林・林業再生）
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ご清聴をありがとうございました。

一度、「環境回復情報ネット」の
ホームページをお訪ねください。

お気に入りに加えていただけれ
ば・・・。
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